
財務諸表に係る注記

令和元年度
自　平成３１年４月１日
至　令和２年３月３１日

１　重要な会計方針

　（１）有形固定資産の減価償却の方法
　　①行政財産、普通財産及びリース資産
　　　「品川区固定資産取扱要領（行政財産、普通財産、リース財産）」で定める耐用年数に従っ
　　　て、残存価格を１円とする定額法によっている。
　　②重要物品
　　　「品川区重要物品取扱要領」で定める耐用年数に従って、残存価格を１円とする定額法によ
　　　っている。
　　③インフラ資産
　　　「品川区固定資産取扱要領（インフラ資産）」及び「品川区固定資産取扱要領（インフラ資
　　　産）実施細目」で定める耐用年数に従って、残存価格を１円とする定額法によっている。
　　　ただし、道路の舗装部分等のうち実施細目で定める取替資産については、部分的取替に要す
　　　る支出を費用として処理する方法を採用している。

　（２）無形固定資産の減価償却の方法
　　①地上権、地役権、特許権、著作権等
　　　減価償却を行っていない。
　　②ソフトウェア
　　　耐用年数を５年、残存価額をゼロとする定額法によっている。

　（３）有価証券、出資金及出捐金の評価基準及び評価方法
　　　　有価証券、出資金及出捐金は、区が保有する外郭団体等の株式並びに出資金及び出捐金
　　　を、取得原価により計上している。ただし、時価又は実質価額が著しく低下したものについ
　　　ては、減額した価額で計上している。

　（４）引当金の計上基準
　　①不納欠損引当金
　　　　特別区税、使用料等の収入未済の一部については、時効の完成等によって不納欠損となる
　　　可能性があるため、当該収入未済の過去３か年の実績等により不納欠損実績率を算定し、年
　　　度末の収入未済額を乗じた額を不納欠損引当金として計上している。また、個々の債権の状
　　　況に応じた、より合理的な算定方法が存在する場合には、当該方法により引当金を計上して
　　　いる。
　　②貸倒引当金
　　　　貸付金のうち一部については、返還免除や減免となる可能性があるため、当該債権の過去
　　　３か年の実績等により貸倒実績率を算定し、年度末の貸付金額を乗じた額を貸倒引当金とし
　　　て計上している。 また、個々の債権の状況に応じた、より合理的な算定方法が存在する場
　　　合には、当該方法により引当金を計上している。
　　③投資損失引当金
　　　　有価証券及び出資金及出捐金（出捐先の貸借対照表において負債の部に表示される出捐金
　　　を除く。）のうち、連結対象団体に対するものについて、時価または実質価額が取得価額を
　　　ある程度下回った場合に、その差額を投資損失引当金として計上している。なお、時価又は
　　　実質価額が回復した場合には引当金の戻入れを行っている。
　　④賞与引当金
　　　　翌会計年度に支払われる予定の賞与のうち、当期の負担に属するものを計上している。
　　⑤退職給与引当金
　　　　在籍する全職員が自己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を退職給与引当
　　　金として計上している。

　（５）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　①固定資産の計上基準
　　　　区の行政財産、普通財産、重要物品、インフラ資産、ソフトウェア及びリース資産の貸借
　　　対照表価額は、取得原価により計上している。
　　②財務諸表の金額の表示
　　　　各会計合算財務諸表においては、会計間の繰入繰出額および債権債務額を相殺控除した金
　　　額で表示している。また、行政コスト計算書で引当金の繰入と戻入に係る金額が発生した場
　　　合は、引当金の繰入額と、その他特別収入の引当金の戻入額に相当する金額とを相殺して表
　　　示している。



２　重要な会計方針の変更

　なし

３　重要な後発事象

　（１）主要な業務の改廃
　　なし

　（２）組織・機構の大幅な変更
　　なし

　（３）地方財政制度の大幅な改正
　　なし

　（４）重大な災害等の発生
　　なし

　（５）その他重要な後発事象
　　なし

４　偶発債務

　（１）債務保証又は損失補償に係る債務負担行為のうち、履行すべき額が未確定なもの
　　一般会計（令和元年度末）
　　品川区土地開発公社が融資を受けた金融機関に対する債務保証等　５１億４，３３６万９千円

　（２）係争中の訴訟で損害賠償請求等を受けているものの中で重要なもの
　　なし

　（３）その他主要な偶発債務
　　なし

５　追加情報
　（１）出納整理期間
　　　財務諸表の作成基準日は、令和２年３月３１日とする。ただし、会計年度末から地方自治
　　法第２３５条の５に定める５月３１日の出納の閉鎖までの期間における歳入及び歳出並びに
　　それに伴う資産及び負債の増減等を反映した後の計数をもって会計年度末の計数とした。

　（２）歳入歳出外現金の状況
　　　歳入歳出外現金（地方自治法第２３５条の４第２項および第３項に規定する区の所有に属さ
　　ない保管現金）は、財務諸表に計上していない。令和２年３月３１日時点の歳入歳出外現金
　　は、２５億４,５９１万４，４７７円である。

　（３）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
　　一般会計（令和元年度末）　２１３億９，８４８万１千円

　（４）繰越事業に係る将来の支出予定額
　　なし

　（５）一時借入金等の実績額等
　　なし



目的使用 その他

円 円 円 円 円

365,123,179 318,705,431 330,759,155 0 353,069,455

23,260,157 38,208,869 34,590,000 0 26,879,026

0 0 0 0 0

1,146,581,997 1,254,442,438 1,146,581,997 0 1,254,442,438

15,077,239,968 167,834,936 1,647,557,470 23,910,469 13,573,606,965

【行政コスト計算書】

勘定科目（借方） 金　額 勘定科目（貸方） 金　額

円 円

11,418,415,258 3,431,618,578

後期高齢者医療特別会計
一般会計繰入金

4,125,208,000

介護保険特別会計
一般会計繰入金

3,856,204,680

災害復旧特別会計
行政収入
繰入金

5,384,000

11,418,415,258 11,418,415,258

【キャッシュ・フロー計算書】

勘定科目（支出） 金　額 勘定科目（収入） 金　額

円 円

11,418,415,258 3,431,618,578

後期高齢者医療特別会計
一般会計繰入金
行政サービス活動

4,125,208,000

介護保険特別会計
一般会計繰入金
行政サービス活動

3,856,204,680

災害復旧特別会計
行政サービス活動収入
繰入金

5,384,000

11,418,415,258 11,418,415,258キャッシュ・フロー計算書　計

　（２）会計間の繰入・繰出
　　　会計間の繰入繰出額は以下のとおりであり、各会計合算財務諸表においては、それぞれ相殺控除した金額で表示している。

６　その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項
　（１）引当金の明細

財務諸表

キャッシュ・
フロー計算書

一般会計
行政サービス活動支出
繰出金

国民健康保険事業会計
一般会計繰入金
行政サービス活動

行政コスト計算書　計

一般会計
行政費用
繰出金

国民健康保険事業会計
一般会計繰入金

財務諸表

 不納欠損引当金

区　分
平成30年度
（2018年度）末

残高

令和元年度
（2019年度）
増加額

行政コスト
計算書

 投資損失引当金

令和元年度
（2019年度）末

残高

令和元年度（2019年度）
減少額

 退職手当引当金

 賞与引当金

 貸倒引当金



７　その他

品川区の外郭団体に対す
るもの

その他のもの 合　計

円 円 円

445,550,000 2,406,000,000 2,851,550,000

1,329,220,000 58,659,392 1,387,879,392

9,576,265 2,837,662,824 2,847,239,089

令和２年度
償還予定額

令和３年度以降
償還予定額

合　計

円 円 円

1,101,638,567 9,844,386,633 10,946,025,200

一般会計 1,101,638,567 9,844,386,633 10,946,025,200

国民健康保険事業会計 0

後期高齢者医療特別会計 0

介護保険特別会計 0

災害復旧特別会計 0

1,101,638,567 9,844,386,633 10,946,025,200

　（１）貸借対照表関係
　　①有価証券、出資金及出捐金並びに貸付金の内訳

　　②特別区債の償還予定額

合　計

区　分

特　別　区　債

区　分

有価証券

出資金及出捐金

貸付金



内容及び計上基準

地方税 特別区民税について収入した額を計上

地方譲与税 地方譲与税ついて収入した額を計上

地方特例交付金 地方特例交付金について交付された額を計上

その他交付金等
利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交
付金、交通安全対策特別交付金について収入した額を計上

特別区財政調整交付金 特別区財政調整交付金について交付された額を計上

保険料
国民健康保険事業会計における国民健康保険料、後期高齢者医療特別会計における後期高齢者
医療保険料および介護保険特別会計における介護保険料について収入した額を計上

国庫支出金 国庫支出金のうち、行政サービス活動に充当された額を計上

都支出金 都支出金のうち、行政サービス活動に充当された額を計上

分担金及負担金 分担金及び負担金のうち、行政サービス活動に充当された額を計上

使用料及手数料 使用料及び手数料について収入した額を計上

財産収入 財産貸付収入等について収入した額を計上

諸収入（受託事業収入） 受託事業収入について収入した額を計上

諸収入 収益事業収入、物品売払代金等について収入した額を計上

寄附金 寄附金等について収入した額を計上

繰入金 他会計からの繰入金のうち、行政サービス活動に充当された額を計上

その他行政収入 上記以外の行政収入を計上

受取利息及配当金 区預金利子、株式配当金等について収入された額を計上

固定資産売却益
固定資産（有価証券および出資金及出捐金を除く。）の売却による収入額または債権額のう
ち、帳簿価額を上回る額を計上

その他特別収入 有価証券及出資金の売却益、引当金の当期取崩益等を計上

　（２）行政コスト計算書関係
　　①収入科目の内容及び計上基準

　　②投資的経費について
　　　　行政費用の勘定科目として投資的経費補助、投資的経費単独及び投資的経費国直轄があり、固定資産の取得原価に
　　　算入されないものを費用として計上している。

科　目

行政収入

金融収入

特別収入



円

行政コスト計算書の当期収支差額 8,521,827,537

①有形固定資産の増減 5,011,895,689

　 減価償却費 4,936,875,021

固定資産売却損（益） △ 27,615,444

固定資産除却損 102,636,112

②事業活動に係る流動資産・負債の変動 △ 263,676,306

収入未済額の減少（増加） △ 263,154,528

還付未済額の増加（減少） △ 521,778

③その他非現金取引項目 △ 1,782,382,952

不納欠損引当金繰入額 318,705,431

不納欠損額 13,752,719

貸倒引当金繰入額 38,208,869

賞与引当金繰入額 1,254,442,438

賞与相当額 △ 1,146,581,997

退職給与引当金繰入額 167,834,936

退職手当相当額 △ 1,647,557,470

その他非現金の収入・費用項目 △ 781,187,878

④その他の取引項目 △ 173,834,716

その他特別収入 △ 179,447,431

その他特別費用 5,612,715

11,313,829,252
キャッシュ・フロー計算書の
行政サービス活動収支差額

　（３）キャッシュ・フロー計算書関係
　　　行政コスト計算書の当期収支差額と、キャッシュ・フロー計算書の行政サービス活動
　　収支差額との差額の内訳


